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地域企業経営人材確保支援事業給付金給付規程 新旧対照表 

改正前 改正後 

（定義）  

第３条  この規程において「大企業」とは、日本国内で本店

の法人登記を行っている者であり、かつ、地域企業経営人材

確保支援事業開始時点から機構人材リスト登録申込時点ま

での間のうち、機構の定める時点における資本金が１０億円

以上である法人又は常時使用する従業員（労働基準法（昭和

２２年法律第４９号）第２０条に規定する「解雇の予告を必

要とする者」をいう。以下同じ。）の数が２，０００人を超

える法人をいう。  

 

 

２（略）  

３  この規程において「雇用契約等」とは、雇用契約又は委

任契約（役員の委任に係るものに限る。）をいう。  

 

 

 

４  この規程において「請負契約等」とは、請負契約又は委

任契約（業務委託に係るものに限る。）をいう。  

 

 

 

５  この規程において「出向契約」とは、企業と雇用契約等

を締結している者が他の企業において就業するに当たり、

当該企業とその他の企業との間で締結される雇用者等の労

働条件等に関する契約をいう。  

 

６  この規程において「給付対象企業」とは、給付金の給付

を受けようとする者（日本国内で本店の法人登記を行って

（定義）  

第３条  この規程において「大企業」とは、日本国内で本店

の法人登記を行っている者であり、かつ、地域企業経営人材

確保支援事業開始時点から機構人材リスト登録申込時点ま

での間のうち、機構の定める時点における資本金の額又は出

資の総額が１０億円以上である法人又は常時使用する従業

員（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２０条に規定

する「解雇の予告を必要とする者」をいう。以下同じ。）の

数が２，０００人を超える法人をいう。ただし、国又は地方

公共団体の出資又は出えんがその法人の資本金又は出資等

の総額の大部分を占める法人については、除くものとする。 

２（略）  

３  この規程において「雇用契約等」とは、雇用契約又は委

任契約（役員の委任に係るものに限る。）をいい、「雇用契

約書等」とは、雇用契約書又は委任契約書（役員の委任に

係るものに限る。）その他の雇用契約等の存在を確認できる

文書をいう。  

４  この規程において「請負契約等」とは、請負契約又は委

任契約（業務委託に係るものに限る。）をいい、「請負契約

書等」とは、請負契約書又は委任契約書（業務委託に係る

ものに限る。）その他の請負契約等の存在を確認できる文書

をいう。  

５  この規程において「出向契約」とは、企業と雇用契約等

を締結している者が他の企業において就業するに当たり、

当該企業とその他の企業との間で締結される雇用者等の労

働条件等に関する契約をいい、「出向契約書等」とは、出向

契約書その他の出向契約の存在を確認できる文書をいう。  

６  この規程において「給付対象企業」とは、給付金の給付

を受けようとする者（日本国内で本店の法人登記を行って
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いる者に限る。）で、第５条の給付申請時の資本金の額又は

出資の総額が１０億円未満、かつ、常時使用する従業員の

数が２，０００人以下の法人である事業者、又はその他機

構が適当と認める者をいう。ただし、次の各号のいずれか

に該当する者については、除くものとする。  

 

一～九（略）  

十  特別の法律により設立される法人、独立行政法人、地方

独立行政法人、特殊法人、認可法人、共済組合、特別の法

律により設立される民間法人及び第三セクター（地方公

共団体が出資又は出えんを行っている一般社団法人及び

一般財団法人（公益社団法人及び公益財団法人を含む。）

並びに会社法法人をいう。）。  

十一（略）  

十二  その他機構が第２条の給付の目的等に照らして給付

金の給付が適当でないと認める者（グループ企業間での

転籍など、給付金の趣旨・目的に照らして適当でない事由

が認められる場合、人材紹介の過程で不当な行為が認め

られる場合又は労働関係法令違反者である場合等。）。  

 

 

 

７～１０（略）  

１１  この規程において「給与」とは、業務で果たした役割

及び成果など、労働の提供に対する対価として事業主から

定期的、かつ、確定額で支払われるもの等として機構が認

めるものであって、当該額が雇用契約書又は出向契約書に

明記されているものをいう。  

 

１２（略）  

１３  この規程において「報酬」とは、請負契約等に基づく

いる者に限る。）で、第５条の給付申請時の資本金の額又は

出資の総額が１０億円未満、かつ、常時使用する従業員の

数が２，０００人以下の法人（資本金又は出資のない法人

については、常時使用する従業員の数が２，０００人以下

の法人）である事業者、又はその他機構が適当と認める者

をいう。ただし、次の各号のいずれかに該当する者につい

ては、除くものとする。  

一～九（略）  

十  特別の法律により設立される法人、独立行政法人、地方

独立行政法人、特殊法人、認可法人、共済組合、特別の法

律により設立される民間法人、その他国又は地方公共団

体が出資又は出えんを行っている法人。  

 

十一（略）  

十二  その他機構が第２条の給付の目的等に照らして給付

金の給付が適当でないと認める者（グループ企業間での

転籍など、給付金の趣旨・目的に照らして適当でない事由

が認められる場合、人材紹介の過程で不当な行為が認め

られる場合又は給付金の対象となる雇用契約等、請負契

約等又は出向契約に定める就業の開始日から起算して過

去 １ 年 以 内 に 労 働 関 係 法 令 に 違 反 し た 者 で あ る 場 合

等。）。  

７～１０（略）  

１１  この規程において「給与」とは、業務で果たした役割

及び成果など、労働の提供に対する対価として事業主から

定期的、かつ、確定額で支払われるもの等として機構が認

めるものであって、当該額が雇用契約書等（委任契約書（役

員の委任に係るものに限る。）を除く。）又は出向契約書等

に明記されているものをいう。  

１２（略）  

１３  この規程において「報酬」とは、請負契約等に基づく
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適正な成果物の納品又は労働の提供に対する対価として支

払われるものであって請負契約書又は委任契約書（業務委

託に係るものに限る。）に明記されているものをいう。  

１４～１８（略）  

 

（機構人材リストへの登録）  

第４条  機構人材リストへ登録できる者は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。  

 一（略）  

 二  令和３年２月２５日から令和６年３月３１日までの間

のいずれかの日まで大企業との間で雇用契約等を締結し

ていた者（当該雇用契約等を締結していた者と同様であ

る者として機構が特に認めた者を含む。）で、かつ、登録

時において当該雇用契約等が終了した日から２年が経過

しない者。  

２（略）  

 

（給付申請）  

第５条  給付対象企業は、第二章、第三章、第四章又は第五

章の給付金の給付を受けようとするときは、次の各号のいず

れかに該当する条件を満たした後に、機構に対し、別に定め

る給付申請書により給付金の申請を行わなければならない。 

 

 

 

一  第二章の給付金については、機構人材リスト登録者と

雇用契約等を締結し、雇用者等の給付対象企業における

雇用期間等が開始した後  

二  第三章の給付金については、機構人材リスト登録者と

雇用契約等を締結し、雇用者等の給付対象企業における

雇用期間等が開始した後  

適正な成果物の納品又は労働の提供に対する対価として支

払われるものであって請負契約書等に明記されているもの

をいう。  

１４～１８（略）  

 

（機構人材リストへの登録）  

第４条  機構人材リストへ登録できる者は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。  

 一（略）  

 二  令和３年２月２５日から令和７年２月１４日までの間

のいずれかの日まで大企業との間で雇用契約等を締結し

ていた者（当該雇用契約等を締結していた者と同様であ

る者として機構が特に認めた者を含む。）で、かつ、登録

時において当該雇用契約等が終了した日から２年が経過

しない者。  

２（略）  

 

（給付申請）  

第５条  給付対象企業は、第二章、第三章、第四章又は第五

章の給付金の給付を受けようとするときは、次の各号のいず

れかに該当する条件を満たした後に、機構に対し、別に定め

る給付申請書により給付金の申請を行わなければならない。

また、特定金融機関は、給付対象企業に経営人材が採用され

たことを確認する書類（以下「人材確認書」という。）を機

構に提出するものとする。  

一  第二章の給付金については、機構人材リスト登録者と

雇用契約等を締結した後  

 

二  第三章の給付金については、機構人材リスト登録者と雇

用契約等を締結した後  
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三～四（略）  

２  前項の給付金の申請は、次の各号に掲げる書類を添付し

て行わなければならない。ただし、各号に掲げる書類につ

いて、給付対象企業が提出できないことに相当な理由があ

ると機構が認めた場合は、この限りでない。  

 一～三（略）  

 四  給付対象企業が給付金の申請を行うこと及び給付金の

申請に係る個人情報を提供することについて、雇用者等、

受託者等又は出向者が同意した旨の本人署名の同意書  

 

 五（略）  

 （新設）  

 

 六  その他各章において個別に定める書類  

 七  その他機構が必要と認めるもの  

３  第１項の申請は、令和３年９月１日から令和６年３月３

１日（当該日が日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法

律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たる

場合はその前日）までの間に行うこと。  

 

 

（新設）  

 

 

 

（新設）  

 

 

 

（新設）  

 

三～四（略）  

２  前項の給付金の申請は、次の各号に掲げる書類を添付し

て行わなければならない。ただし、各号に掲げる書類につ

いて、給付対象企業が提出できないことに相当な理由があ

ると機構が認めた場合は、この限りでない。  

 一～三（略）  

 四  給付対象企業が給付金の申請を行うこと、給付金の申

請に係る個人情報を提供すること及び特定金融機関が人

材確認書を機構に提出することについて、雇用者等、受

託者等又は出向者が同意した旨の本人署名の同意書  

 五（略）  

 六  特定金融機関による機構への人材確認書の提出に同意

することを誓約する書類  

 七  各章において個別に定める書類  

 八  その他機構が必要と認めるもの  

３  第１項の申請は、令和３年９月１日から令和７年２月１

４日（当該日が日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法

律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たる

場合はその前日）までの間に行うこと。ただし、次の各号

のいずれかに該当する場合については、令和７年１月１日

から同年２月１４日までの間に申請を行うものとする。  

一  第二章の給付金については、給付対象企業が雇用者等

と令和７年１月１日から同年３月３１日までの間に雇用

期間等が開始する雇用契約等を令和３年２月２５日から

令和７年２月１４日までの間に締結したとき  

二  第三章の給付金については、給付対象企業が雇用者等と

令和７年１月１日から同年３月３１日までの間に雇用期

間等が開始する雇用契約等を令和３年２月２５日から令

和７年２月１４日までの間に締結したとき  

三  第五章の給付金については、給付対象企業が大企業と

令和７年１月１日から同年３月３１日までの間に雇用期
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（実績報告）  

第９条  給付金の給付を受けた給付対象企業（以下「対象企

業」という。）による実績報告については、次の各号による

ものとし、別に定める実績報告書とともに、特定金融機関

に対し行うこととする。  

 

 

一～三（略）  

２～５（略）  

 

（給付要件）  

第１３条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

 一（略）  

 二  給付対象企業が、令和３年２月２５日から令和６年３

月３１日までの間に機構人材リスト登録者との間で、令

和３年２月２５日から令和６年３月３１日までの間に雇

用期間等が開始する無期雇用契約若しくは１年以上の有

期雇用契約を締結又は役員として１年以上の委任契約を

締結すること  

三～五（略）  

 

（給付申請に必要となる書類）  

第１４条  本章における第５条第２項第６号に規定するその

他各章において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる

書類とする。  

 一  雇用者等への給与等が記載された給付対象企業と雇用

者等が締結した雇用契約書又は委任契約書（役員の委任

間等が開始し、かつ、出向者が給付対象企業において就

業する出向契約を令和３年２月２５日から令和７年２月

１４日までの間に締結したとき  

 

（実績報告）  

第９条  給付金の給付を受けた給付対象企業（以下「対象企

業」という。）による実績報告については、次の各号による

ものとし、別に定める実績報告書とともに、特定金融機関

に対し行うこととする。ただし、対象企業が各号に定める

期日までに実績報告を行えないことに相当な理由があると

機構が認めた場合は、この限りでない。   

 一～三（略）  

２～５（略）  

 

（給付要件）  

第１３条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

 一（略）  

 二  給付対象企業が、令和３年２月２５日から令和７年２

月１４日までの間に機構人材リスト登録者との間で、令

和３年２月２５日から令和７年３月３１日までの間に雇

用期間等が開始する無期雇用契約若しくは１年以上の有

期雇用契約を締結又は役員として１年以上の委任契約を

締結すること  

三～五（略）  

  

（給付申請に必要となる書類）  

第１４条  本章における第５条第２項第７号に規定する各章

において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる書類と

する。  

 一  雇用者等への給与等が記載された給付対象企業と雇用

者等が締結した雇用契約書等の写し  
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に係るものに限る。）の写し  

 二  雇用者等が大企業と雇用契約等を締結している者であ

ること又は大企業との雇用契約等が終了した雇用者等に

ついて当該雇用契約等を締結していたこと及び当該雇用

契約等が終了した日を当該大企業が証明する書類  

三～六（略）  

（新設）  

 

 

 

（給付要件）  

第１９条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

 一（略）  

二  給付対象企業が、令和３年２月２５日から令和６年３

月３１日までの間に機構人材リスト登録者との間で、令

和３年２月２５日から令和６年３月３１日までの間に雇

用期間等が開始する３ヵ月以上の有期雇用契約を締結又

は役員として３ヵ月以上の委任契約を締結すること。  

三～四（略）  

五  給付対象企業の雇用者等が大企業との間の雇用契約等

を継続していること。  

 

（給付申請に必要となる書類）  

第２０条  本章における第５条第２項第６号に規定するその

他各章において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる

書類とする。  

 一  雇用者等への給与等が記載された給付対象企業と雇用

者等が締結した雇用契約書又は委任契約書（役員の委任

に係るものに限る。）の写し  

二  雇用者等が大企業と雇用契約等を締結している者であ

ることを当該大企業が証明する書類  

 

 二  雇用者等が勤務していた大企業との雇用契約等が終了

した日を確認できる書類（当該大企業又は公的機関が発

行したものに限る。）  

 

 三～六（略）  

２  第５条第３項ただし書きにより申請を行う場合には、前

項第４号に掲げる書類の写しは、雇用期間等が開始した

後、速やかに提出しなければならない。  

 

（給付要件）  

第１９条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

 一（略）  

二  給付対象企業が、令和３年２月２５日から令和７年２

月１４日までの間に機構人材リスト登録者との間で、令

和３年２月２５日から令和７年３月３１日までの間に雇

用期間等が開始する３ヵ月以上の有期雇用契約を締結又

は役員として３ヵ月以上の委任契約を締結すること。  

三～四（略）  

（削除）  

 

 

（給付申請に必要となる書類）  

第２０条  本章における第５条第２項第７号に規定する各章

において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる書類と

する。  

 一  雇用者等への給与等が記載された給付対象企業と雇用

者等が締結した雇用契約書等の写し  

 

二  雇用者等が雇用期間等を開始した日において、給付対

象企業以外の企業と雇用契約等を締結している者である
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 三～五（略）  

（新設）  

 

 

 

（給付金の返還）  

第２１条  対象企業は、次の各号のいずれかに該当する場合

には、給付金に相当する額を機構に全額返還しなければな

らない。  

 一（略）  

  ア（略）  

  イ  雇用者等が対象企業又は大企業を退職した場合。た

だし、大企業を退職した後、期間を空けずに第二章の

雇用契約等を当該対象企業との間で締結する場合は、

この限りでない。  

 二  雇用期間等又は２年のいずれか短い期間の雇用者等へ

の給与等の支払額が雇用契約書又は委任契約書（役員の

委任に係るものに限る。）に明記された金額を下回ること

となった場合。  

 三～五（略）  

 

（給付要件）  

第２５条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

一（略）  

二  給付対象企業が、令和３年２月２５日から令和６年３月

３１日までの間に機構人材リスト登録者との間で、令和

３年２月２５日から令和６年３月３１日までの間に雇用

期間等が開始する３ヵ月以上の請負契約等を締結し、か

つ、契約が適正に履行されたことを検査又は確認し、報酬

ことを確認できる書類（給付対象企業以外の当該企業又

は公的機関が発行したものに限る。）  

三～五（略）  

２  第５条第３項ただし書きにより申請を行う場合には、前

項第４号に掲げる書類は、雇用期間等が開始した後、速や

かに提出しなければならない。  

 

（給付金の返還）  

第２１条  対象企業は、次の各号のいずれかに該当する場合

には、給付金に相当する額を機構に全額返還しなければな

らない。  

 一（略）  

  ア（略）  

  イ  雇用者等が対象企業を退職した場合。  

 

 

 

二  雇用期間等又は２年のいずれか短い期間の雇用者等へ

の給与等の支払額が雇用契約書等に明記された金額を下

回ることとなった場合。  

 

三～五（略）  

 

（給付要件）  

第２５条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

一（略）  

二  給付対象企業が、令和３年２月２５日から令和７年２月

１４日までの間に機構人材リスト登録者との間で、令和

３年２月２５日から令和７年２月１４日までの間に雇用

期間等が開始する３ヵ月以上の請負契約等を締結し、か

つ、契約が適正に履行されたことを検査又は確認し、報酬
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の金額を確定し支払うこと。  

三（略）  

四  給付対象企業の受託者等が大企業との間の雇用契約等

を継続していること。  

 

（給付申請に必要となる書類）  

第２６条  本章における第５条第２項第６号に規定するその

他各章において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる

書類とする。  

 一  受託者等への報酬が記載された給付対象企業と受託者

等が締結した請負契約書又は委任契約書（業務委託に係

るものに限る。）の写し  

二  受託者等が大企業と雇用契約等を締結している者であ

ることを当該大企業が証明する書類  

三～四  （略）  

 

（給付要件）  

第３１条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

一（略）  

二  給付対象企業が、令和３年２月２  ５日から令和６年

３月３１日までの間に大企業との間で、令和３年２月２

５日から令和６年３月３１日までの間に出向者の雇用期

間等が開始する３ヵ月以上の出向契約を締結すること。  

三～五（略）  

 

（給付申請に必要となる書類）  

第３２条  本章における第５条第２項第６号に規定するその

他各章において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる

書類とする。  

 一  出向者への出向者給与等又は大企業への給付対象企業

負担金が記載された給付対象企業と大企業との間で締結

の金額を確定し支払うこと。  

三（略）  

（削除）  

 

 

（給付申請に必要となる書類）  

第２６条  本章における第５条第２項第７号に規定するその

他各章において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる

書類とする。  

 一  受託者等への報酬が記載された給付対象企業と受託者

等が締結した請負契約書等の写し  

 

 （削除）  

 

二～三  （略）  

 

（給付要件）  

第３１条  給付要件については、次の各号によるものとする。 

一（略）  

二  給付対象企業が、令和３年２月２  ５日から令和７年

２月１４日までの間に大企業との間で、令和３年２月２

５日から令和７年３月３１日までの間に出向者の雇用期

間等が開始する３ヵ月以上の出向契約を締結すること。  

三～五（略）  

 

（給付申請に必要となる書類）  

第３２条  本章における第５条第２項第７号に規定する各章

において個別に定める書類は、以下の各号に掲げる書類と

する。  

 一  出向者への出向者給与等又は大企業への給付対象企業

負担金が記載された給付対象企業と大企業との間で締結
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した出向契約書の写し  

 二  出向者が大企業と雇用契約等を締結している者である

ことを当該大企業が証明する書類  

 

 三～五（略）  

（新設）  

 

 

 

（給付金の返還）  

第３３条  対象企業は、次の各号のいずれかに該当する場合

には、給付金に相当する額を機構に全額返還しなければな

らない。  

 一（略）  

 二  雇用期間等若しくは２年のいずれか短い期間の出向者

への出向者給与等又は大企業への給付対象企業負担金の

支払額が出向契約書に明記された金額を下回ることとな

った場合。  

 三～五（略）  

２～４（略）  

 

 

（新設）  

 

 

 

 

した出向契約書等の写し  

 二  出向者が大企業と雇用契約等を締結している者である

ことを確認できる書類（当該大企業又は公的機関が発行

したものに限る。）  

 三～五（略）  

２  第５条第３項ただし書きにより申請を行う場合には、前

項第４号に掲げる書類は、雇用期間等が開始した後、速や

かに提出しなければならない。  

 

（給付金の返還）  

第３３条  対象企業は、次の各号のいずれかに該当する場合

には、給付金に相当する額を機構に全額返還しなければな

らない。  

 一（略）  

 二  雇用期間等若しくは２年のいずれか短い期間の出向者

への出向者給与等又は大企業への給付対象企業負担金の

支払額が出向契約書等に明記された金額を下回ることと

なった場合。  

 三～五（略）  

２～４（略）  

 

 

附 則  

 この規程の改正は、令和６年２月２０日から施行する。ただ

し、改正後の第５条第１項後段、同条第２項第４号及び第６

号の規定は、令和６年４月１日以降に機構が受け付けた給付

申請から適用する。  

 

 


